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                        厚生労働省職業安定局長 

  

犯罪被害者等の保護・支援に係る雇用保険制度における 

適切な対応について 

 

日頃より、雇用保険制度の円滑な運営に当たり、特段のご配慮いただき感謝申し上げ

ます。 

「犯罪被害者等施策の一層の推進について」（令和５年６月６日犯罪被害者等施策推

進会議決定。別添１参照。）では、「医療・生活・教育・納税の各分野にわたる各種社会

保障・社会福祉等制度について、関係府省庁において、制度の内容に応じ、関係機関・

団体に対し速やかに通知を発出するなどし、犯罪被害者等に配慮した取扱いを行うよう

要請し、又は犯罪被害者等もこれらの制度を利用し得ることを周知する」こととされて

おります。 

ついては、下記の事項等について、取扱いに遺漏のないようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 疾病又は負傷の取扱い 

業務取扱要領 50152（２）「受給要件の緩和が認められる理由」イ、50271（１）「受給

期間の延長が認められる理由」ニ、51401（１）「概要」イ（受給者が疾病又は負傷のた

め安定所へ出頭することができない場合）、52154（４）「職業指導拒否が正当な理由があ

ると認められる場合の認定基準」イ(ｲ)、52854（４）「通所手当の支給額」ホ(ﾊ)a、53002

（２）「傷病手当の支給対象者」イ(ﾊ)、50305-2（5-2）「特定理由離職者の範囲」ロ(ｲ)

等における「疾病」又は「負傷」については、医師の証明書その他の事実を証明できる

書類の提出によって対象となるか否か判断することとしているが、犯罪被害等による疾

病又は負傷についても、この取扱いによること。 

 

２ 離職理由の判断における取扱い 

業務取扱要領 50305-2「特定理由離職者の範囲」ロにおける「自己の意思に反しての

住所又は居所の移転を余儀なくされたこと」による離職には、犯罪被害等に遭ったこと



 
 

に伴い、又は犯罪被害等に遭わないため、自己の意思に反して住所又は居所を移転する

ことを余儀なくされたことによって離職した場合等も対象となりうること。 

以上 



犯罪被害者等施策の一層の推進について 

 

令 和 ５ 年 ６ 月 ６ 日 

犯罪被害者等施策推進会議決定 

 

 犯罪被害者等基本法（平成 16 年法律第 161 号）の基本理念に基づき、犯罪被害者等が、被

害原因や居住地域にかかわらず、その置かれている状況等に応じ、被害を受けたときから再び

平穏な生活を営むことができるようになるまでの間、必要な支援を適時適切に途切れることな

く受けることができるようにするため、以下の各取組を実施することとする。 

 

１ 犯罪被害給付制度の抜本的強化に関する検討 

    犯罪被害給付制度について、警察庁において、関係府省庁の協力を得つつ、民事訴訟にお

ける損害賠償額も見据えて、算定方法を見直すことによる給付水準の大幅な引上げや仮給付

制度の運用改善に関して検討を行い、１年以内をめどに結論を出し、これらを踏まえて必要

な施策を実施する。 

２ 犯罪被害者等支援弁護士制度の創設 

    犯罪被害者等支援弁護士制度について、法務省において、犯罪被害者等が弁護士による継

続的かつ包括的な支援及びこれに対する経済的援助を受けることができるよう、同制度の導

入に向けて速やかに具体的検討を行い、必要に応じ、関係機関等との調整を図るなどして、

１年以内をめどに結論を出し、これらを踏まえて所要の法整備を含めた必要な施策を実施す

る。 

３ 国における司令塔機能の強化 

    犯罪被害者等施策の推進に関して、国家公安委員会・警察庁において、司令塔として総合

的な調整を十分に行うこととし、実務を担う警察庁における体制を強化するほか、国家公安

委員会委員長を議長とする関係府省庁連絡会議を開催し、同会議を活用するなどして各取組

の検討状況を含めた犯罪被害者等施策の進捗状況を点検・検証・評価するなどし、犯罪被害

者等施策の一層の推進を図る。 

４ 地方における途切れない支援の提供体制の強化 

    地方における途切れない支援を一元的に提供する体制の構築（ワンストップサービスの実

現）に向け、警察庁において、関係府省庁の協力を得つつ、地方公共団体における総合的対

応窓口等の機能強化や関係機関・団体との連携・協力の一層の充実について、国による人材

面・財政面での支援を含め検討を行うとともに、より円滑な支援の実現に向け、ＤＸの活用

に関しても検討を行い、１年以内をめどに結論を出し、これらを踏まえて必要な施策を実施

する。 

５ 犯罪被害者等のための制度の拡充等 

    医療・生活・教育・納税の各分野にわたる各種社会保障・社会福祉等制度について、関係

府省庁において、制度の内容に応じ、関係機関・団体に対し速やかに通知を発出するなどし、

犯罪被害者等に配慮した取扱いを行うよう要請し、又は犯罪被害者等もこれらの制度を利用

し得ることを周知する。 

また、犯罪被害者等に対する質の担保された治療としてのカウンセリングの保険適用の改

善については、中央社会保険医療協議会において、令和６年度診療報酬改定に向けた議論を

行って結論を出し、これらを踏まえて必要な施策を実施する。 


